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全体（N） 父　　親 母　　親人　数 ％ 人　数 ％
日 本 (1,013) (438) 43.2 (575) 56.8
韓 国 (1,009) (506) 50.1 (503) 49.9
タ イ (1,000) (495) 49.5 (505) 50.5
ア メ リ カ (1,000) (478) 47.8 (522) 52.2
フ ラ ン ス (1,001) (466) 46.6 (535) 53.4


































































日 本 1994 1,067 47.4 49.7 0.3 0.2 0.4 97.9 2.12005 1,013 42.3 51.1 0.4 0.2 0.7 94.8 5.2
韓 国 1994 1,004 25.7 72.9 － 0.6 － 99.2 0.82005 1,009 36.9 61.1 0.6 0.2 0.2 98.9 1.1
タ イ 1994 1,000 67.4 28.3 0.7 0.2 0.3 96.9 3.12005 1,000 66.2 23.8 1.4 1.7 － 93.1 6.9
ア メ リ カ 1994 1,000 53.2 25.3 3.2 2.1 3.4 87.2 12.82005 1,000 54.0 25.8 2.1 0.8 4.6 87.3 12.7
フ ラ ン ス 1994 － － － － － － － －2005 1,001 55.8 25.3 3.2 0.8 7.8 92.9 7.1
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論文
触時間に影響を与えているのかを、検討する必要があ
る。また、接触時間の長さは子どもにどのような影響
を与えるかも分析したい。この問題は酒井論文が検討
を加える。
第2に、依然として根強い日本の性別役割分業の意
識や行動がどのような状況であるかを、職場との関係
で検討し直すことが必要である。今回の調査では、ワー
クライフ・バランスに関連する質問を加え、労働環境
の問題を含めて親の生活と意識を探ることとした。続
く舩橋論文が、この問題を取り上げる。
最後に、韓国と日本に共通する性別役割分業の問題
点を解決する方向として、われわれは欧米社会ではな
く、同じアジアのタイに注目してみたいと思う。10
年間家族形態や親の意識や行動の変化を農業国から雇
用を中心とする経済国への変化を最も顕著に示したの
がタイであるが、父親と子どもの接触時間が1994年
調査でも、2005年調査でも6ヵ国の中で最も長く、家
族が一緒に食事を取る回数、余暇を過ごす回数が多く、
さらに最も子どもの成長についての満足度が高いとい
うタイについて、われわれはもっと知る必要があると
考える。タイの変化と現状については、続く江藤論文
が取りあげる。
この国際比較調査についてのわれわれの分析と検討
はまだ始まったばかりである。それぞれの国の子育て
の伝統や政策には特徴があり、言語の違いを乗り越え
て慎重に理解しなければならないことも多い。しかし、
他の国との比較から日本の家族の問題点をより鮮明に
し、今後は少しでも解決策を見いだしていきたいと考
えている。
〈注〉
１）調査プロジェクト委員会のメンバーは、座長　牧野カツ
コ（お茶の水女子大学―名誉教授）　委員　渡邊秀樹（慶
應義塾大学…教授）、舩橋惠子（静岡大学―教授）、江藤双
恵（獨協大学…非常勤講師）、大槻奈巳（聖心女子大学―准
教授／国立女性教育会館―客員研究員）、藤本隆史（国立
女性教育会館―客員研究員）、酒井計史（国立女性教育会
館―客員研究員）、中野洋恵（国立女性教育会館―研究国際
室長）である。
２）折しも平成18年改正の教育基本法には、社会教育から
独立して家庭教育（第10条）が盛り込まれた。第10条第
2項では、「国及び地方公共団体は、家庭教育の自主性を
尊重しつつ、保護者に対する学習の機会及び情報の提供
その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ず
るよう努めなければならない」とある。
３）Home―education は、Home―schooling（学校に通学せず、
家庭に拠点を置いて子どもを教育する教育形態）と誤解
するアメリカ人がいる。
４）全国データとの比較の結果、タイでは1度収集したデー
タが、「男性」及び「非都市部」のデータが大幅に下回り、
「女性」及び「都市部」のサンプルが大幅に上回ったため
に、センサスの地域、都市規模の人口比例に応じて追加
調査を行ない下回った票数を追加し、上回った票数を削
除した。また、フランスでは、「子どもの年齢」に著しい
偏りが生じていたため、追加調査を行ない、センサスの
年齢構成にしたがい、91票を入れ替えた（95年報告書―2
頁）。調査委託機関については、報告書3頁を参照のこと。
５）サンプル構成の調整のため、フランスについては一部
2005年8月、タイについては一部2006年1月に追加調査
を行なった。厳密には前回の2004年調査は11年前となる。
６）割当法によるサンプル抽出の調査では、商店街や大型
モールなど人の集まりやすい場所を調査地としてデー
タ収集をすることが多いとのことであり、訪問面接聴取
というよりも「割り当て法による面接聴取」という方が
適切であろう。
〈引用文献〉
厚生省　1998　『平成10年版　厚生白書―少子社会を考える
―子どもを産み育てることに「夢」を持てる社会を』
国立女性教育会館　2006　『平成16年度・17年度　家庭教育
に関する国際比較調査報告書』
中野由美子・土谷みち子　1999　『21世紀の親子支援―保育
者へのメッセージ』　ブレーン出版
日本女子社会教育会　1995　『家庭教育に関する国際比較調
査報告書―子どもと家庭生活についての調査』
本田由紀・内藤朝雄・後藤和智　2006　『「ニート」って言う
な！」　光文社新書。特に第3部　後藤和智「言説
『ニート』論を検証する」は家庭の子育ての責任を問
う言説の隆盛を分析している。
前田正子　2004　『子育てしやすい社会―保育・家庭・職場
をめぐる育児支援策』　ミネルヴァ書房
森岡孝二　2005　『働きすぎの時代』　岩波新書
山田昌弘　2007　『少子社会日本―もうひとつの格差のゆく
え』　岩波新書
… （まきの・かつこ　お茶の水女子大学名誉教授）
